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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本経済トピックスを新聞から抜粋しました。（公社）長井法人会（ＴＥＬ88‐3960 ＦＡＸ88‐3823） 

 

（公社）長井法人会青年部会 何かを始めなければ、現実は何も変らない 

１０分でわかる 

  
 
 
内閣府は４～６月期の実質国内総生産（ＧＤＰ）が前

期比７．８％減となり、年率換算で２７．８％減になっ

たと発表した。これまで最大の下落率となったリーマ

ン・ショック後の２００９年１～３月期の年率１７．

８％減を大きく上回り、戦後最大の減少率となった。新

型コロナウイルス感染拡大の影響により国内外の経済

活動が大きく落ち込んだことが背景にある。主な内訳を

みると、個人消費が前期比８．２％（年率換算２８．９％

減）、輸出が１８．５％減（同５６．０％減）だった。  
 
 
 
 
財務省は２０２０年上半期（１～６月）の国際収支速

報で、経常収支は前年同期比３１．４％減の７兆３０６

９億円の黒字となったことを明らかにした。世界的な新

型コロナウイルス感染拡大により輸出が落ち込んだこ

とに加え、訪日外国人旅行者（インバウンド）が大幅に減

ったことが影響している。上半期に経常黒字が１０兆円台

を割り込んだのは、２０１５年以来５年ぶりとなった。 
 
 
 
 
貿易統計によると、原発の核燃料となるウランや燃料

集合体の輸入が２０１９年にほぼゼロとなったことが

分かった。核燃料の輸入が開始されたとみられる１９６

０年代半ば以降の約５０年間で初めてとなる。背景には、

東京電力福島第１原発事故後の新規制基準により国内

にある４つの燃料製造工場が操業停止していることに

加え、再稼働原発が少ないことが挙げられている。事実、

再稼働済みの関西・四国・九州の３電力は運転に必要な

燃料は数年先まで確保している。  
 
 
 
 
ＳＭＢＣ日興証券が東証第１部上場の３月期決算企業

が発表した４～６月期決算の純利益の合計が４兆６７

５７億円にとどまったことが分かった。前年同期比５３．

７％減少となったものの、リーマン・ショック時の２０

０９年４～６月期の７９．７％と比べると、悪化の影響

は緩和している。世界的な新型コロナウイルス感染拡大

より経済活動が縮小したことが背景にあり、全３３業種

のうち鉄鋼など１１業種が赤字に陥った。同証券では、

「７～９月期以降、回復に向かうのかは必ずしもはっき

りとしない」とみている。  

 
 
 

厚生労働省が２０１９年９月時点で国民健康保険（国保）、

後期高齢者広域連合、全国健康保険協会（協会けんぽ）の３つ

の公的医療保険のそれぞれでの後発薬の使用割合を都道府県

別に集計したところ、全国平均は７４．９％だった。最も使用

割合が高かったのは沖縄で、国保（８５．６％）、後期高齢者

広域連合（８４．１％）、協会けんぽ（８７．０％）だった。

逆に、使用割合が最も低かったのは、徳島で、国保（６５．８％）、

後期高齢者広域連合（６５．８％）、協会けんぽ（６６．５％）

となり、地域での格差がみられた。 

 

 
 
 
独立行政法人国立女性教育会館が行った調査によると、従業員

８００人以上の企業で働く入社５年目の女性社員のうち５９．

２％の人が「管理職を目指したくない」と答えていることが分か

った。管理書を目指したくない理由について尋ねたところ（複数

回答）、最多は「仕事と家庭の両立が困難」（６９．３％）で、「責

任が重い」「能力がない」が続いた。政府は女性活躍を成長戦略

の一環として女性の積極的な登用を掲げているが、「仕事と家庭

の両立」に不安を抱く女性が多いことを浮き彫りにした。 
 

 
 
 
 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券が上場する地方銀行

７８行の４～６月決算を集計したところ、計上した不良債権

処理費用は６７９億円に上ったことが分かった。前年同期に

比べ、約５割積み増したもので、背景には融資先企業の業績

が新型コロナウイルス感染拡大によって、悪化懸念がある。

不良債権処理費用は、金融機関が融資の回収を断念した際に

発生する費用。また、集計で、７８行の純損益合計は前年同

期比４２％減の２００６億円だった。 
 
 
 
 

総務省の発表によると、今年１～７月３日までの半年

間に同省の出先機関である行政評価事務所などで新型

コロナウイルス感染症に関する苦情や相談などの行政

相談件数は１万１４７７件だった。同省の集計によると、

１～２月は水際対策、２月中旬以降はマスクなどの物資

不足、相談が急増した３月下旬以降は給付金などの金銭

面の支援や保障などに関する問い合わせが殺到したと

している。相談の内訳をみると、「生活関連」が５０．

４％で半数を占め、「感染対策」（１７．５％）、「政府対

応への意見・照会」（１３．４％）が続いた。  

後発薬の使用割合、地域間で格差 ４～６月期ＧＤＰ、戦後最大の落ち込みに 

６割の女性社員、管理職に意欲持たず 

原発の核燃料輸入、約５０年間で初のゼロ 

上半期、経常黒字は３１．４％の減少に 

上場地銀、不良債権処理費を５割積み増し 

コロナ感染症に関する苦情・要望は１万件 ４～６月期、上場企業の純利益は５３％減 


